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（例えば）1時間 1日 10日 100日

化学物質リスクの発生

当事者 作業環境
労働者 一般環境

本研究の注目領域

消防防災

危険物等災害

事故対応者 自治体担当部局 住民

施設内火災・防災
対応手順など

物質の環境
有害性情報

通報

対策

情報、対策

対応、疑問

事故への対処 周辺環境の状況把握 住民への対応 対処方法、避難など

環境モニタ
リング技術

予測技術 対処方針

リスク情報

対策技術

評価技術・情報
物質の物理
化学的情報

事象の推移とともに必要な情報をアクションが推移する
 複数の主体が関与し、それぞれの立場や目的に必要な情報がある

 どの情報や方法も迅速に取り出せることが望ましい

1.1 災害事故時
のシークエンス

段階的(Tier)対策オプション評価手法の構築

鈴木(2022)
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1.2 災害・事故時の対策オプション評価手法

ー事象の類型化とTiered型の提案ー

レベル１*

レベル２*

*レベル１：再現期間の短い規模が小さい災害
*レベル2：再現期間の長い低頻度激甚災害

対策オプションの評価指標：

＝
（Risk 有事/Risk 平時）

対策有

（Risk 有事/Risk平時）
対策無

想定外力のレベル

対策のフェーズ ライフステージ

事後の対応：
除染・保管・

処理・最終処分

リスク
管理基準
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安全側での
評価

波及範囲
広域拡大

波及範囲
広域拡大



救急医療避難消防部局：鎮圧

国土強靭化法

石コ防災アセス指針

事後option：

石コ災害防止計画

防災基本計画；都道府県地域防災計画；市町村地域防災計画

環境省防災業務計画

・広域的立地事業所の俯瞰
的評価
・集積地区からの曝露評価

回復・復興

3省連
絡会議
（総務、
経産、
厚労)
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リスク削減対策オプション評価：敷地内から敷
地外へ。化学物質の有害性由来の被害

狭域集積型
発生源

広域分散型
発生源

事業者による
敷地内

漏洩防止策

1.3 研究の枠組み



イー・アンド・イー ソリューションズと共同作成

1.4  個別企業の対策オプションの類型化の例

予防/
発生防
止

対策オプ
ション

応急/
被害拡
大防止

転換/
回復

地震・津波リスク評
価

ハザードマップによ
る浸水リスク評価

災害対処の基本方
針策定

危険予知トレーニン
グ

防油堤設置、耐震化
推進

法令に基づく設備の
管理

消防訓練・避難訓練

設備の緊急停止訓
練

インフラ機能喪失対
策

■南海・東南海地震の想定：M9 震度6強、地震発生後2時間で2mの事業
所推進、電気、上記、ガスなどすべてのインフラを喪失

■津波ハザードマップ→浸水想定ほぼ1m未満

■(1) 人名確保、(2)保安確保：周辺に影響を与える危険薬品の大量漏洩、
火災、爆発の防止

■人材育成

■大阪府石油化学コンビナート等防災計画への対応：防油堤の設置、建
物の耐震化推進

■危険物を扱う事業所のため、消防法の監督行政の指導に基づき、危険
物や設備を管理する。

■合同ン防災訓練
■3回/年の防災訓練を継続：龍さん（腐食性・毒性）漏洩（夜間訓練）、大
地震を想定した一斉避難訓練、消防の式による連携訓練

■南海・東南海地震の想定：M9震度強い
■緊急停止装置および停止訓練：停電時も自家発電で対応、定期的に緊
急停止訓練

■危険流体には緊急遮断弁設置、大量漏洩対策を実施、設備の耐震化、
毒性ガスへの対策優先度の付与。
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災害・事故起因の事象の類型化を通じた非平常時の評価シナリオを整理
するとともに、対策オプションの評価手法をリスク論に基づいて開発する。

そのため、なるべく具体的な条件設定の下で、一気通貫で災害・事故のリ
スク評価の事例解析を通じて、見通しをつけることが必要となる。

災害・事故時の対策オプションのリスク評価の事例解析

災害・事故時への事前の対応の社会的定着にむけた知見を得る。

２． 本課題のねらい
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増加する災害事故起因の化学物質流出への対応が求められるなかで、

・平時において準備したことがどれほどの効果があるか

・どのようなシナリオでもって、対策オプションを評価すればよいか



機能不全素因/端緒事象 誘発事象

化学物質
環境排出

経済影響

想定*シナリオ

曝露媒体

装置への被害

豪雨、地盤液状
化 環媒体媒体

災
害
・事
故

突
発
性
出
現
事
象

2.1 端緒事象からの事象展開の例

生活圏影響

脆弱性/
自然災害/
装置の経
年劣化

リスク評価（影響の出現確率×重篤度等）

ヒト健康被害

供給網途絶
による

経済損失

対策費用
生活環境の
動植物への
影響、生産緑
地への影響

急性被害参
照値との比

較

３．スクリーニング評価のケーススタディ

４．曝露媒体を特定したケーススタディ

想定*このような条件下での推算・類推結果
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３．スクリーニング評価のケーススタディ全国の土砂災害危険区域

PRTR
対象事業所

土砂災害危険区域
に立地する
PRTR対象事業所

（Moriguchi, Ito, Tokai 2022引用） 8



Tier 0 事前のリスク評価

有害化学物質の抽出

事故が起きる件数の推算

1.化学物質の抽出

2. 解析対象の災害の選別

3. 対象地・事業所の選定

4.甚大な化学物質流出
事故が起きる件数の推算

5. 流出シナリオの構築

6. 解析条件設定

7. 対策オプション選定/評価

４．曝露媒体を特定した
ケーススタディ
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Tier 0 事前のリスク評価

Earthquake Tsunami Unknown

損傷数

Storage tank of outside
Storage of inside
Basement storage

General chemical facilities
Fefueling station
 Transfer office

配管の損傷 浮き屋根または
配管の損傷

容器の落下

化学物質の流出原因

地震
42%津波

51%

流出 (2～4%)

大阪府調査より (2012)

34%

23%

地震に起因する化学物質の流出は配管の損傷が主要な
原因であったことが判明。緊急遮断弁の有用性。

流出 (7～9%)

地震
43%

地震 津波 不明 野外貯蔵所
屋内貯蔵所

一般取扱所

地下貯蔵所
給油取扱所

移送取扱所

東日本大震災に見る対策オプション
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気圏 i) Tier I急性毒性
基本ケース

オイルタンク

防油堤

防止堤

学校

オイルタンク

1 km

防油堤・防止提の設置で、学校や
大型アミューズメントパークへの
拡散を阻止。

トルエン濃度

水圏
ii) Tier I~II亜急性毒性

基本ケース

緊急遮断弁設置あり

緊急遮断弁設置なし

＜アクリル酸メチルの場合＞

緊急遮断弁の導入により、河川全体
の回復期までの時間が21時間短縮。

土壌圏
iii) Tier I~III慢性毒性

基本ケース
Log

10 [m
g/L]

評価地点

液状化
危険度の
高い淀川
下流地区

緊急遮断弁＋遮水壁

緊急遮断弁＋遮水壁の導入で、
敷地外への汚染地下水流出を阻止。

①磯島
②一津屋
③柴島
④淀川

評価地点

PCE濃度

2 km

遮水壁

住宅等

事業所事業所

南海トラフ地震
震度6弱
選定物質：トルエン
非平常/平常：374,600倍
回復時間：4時間以上

上町断層地震
震度6強
選定物質：アクリル酸メチル
非平常/平常：57,000倍
回復時間：21時間

上町断層地震
震度6強
選定物質：テトラクロロエチレン
と二次生成物質

非平常/平常：20,000倍
回復時間：100年間以上
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災害・事故時の対策オプションの評価方法の提案

5. まとめ

平時において、災害・事故時のリスク管理の社会的定着にむけ
た、評価結果の知見を「事例」として活用する知見を整理した。

２通りの、災害・事故時の対策オプションのリスク評価の
事例解析
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